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持続的な経済成長の実現

平成２０年度 経済産業政策の重点

１．イノベーションの加速による
成長力・競争力の強化

６．アジア等と協働するオープ
ンな経済システムの構築

２．地域・中小企業の潜在力
の発揮による活性化

４．環境と経済の両立を目指
した経済社会の構築

３．成長の鍵を握る
人材力の強化

５．資源・エネルギー政
策の戦略的展開

７．安全・安心の確保など信頼
性ある制度基盤の構築

Ⅰ． 裾野の広い成長に 【４９７億円】

地域・中小企業、国民一人ひとりの潜在力発揮による成長の底上げ

（１）原子力発電所等の安全確保 【３４１億円（３２８億円）】

（新潟県中越沖地震を踏まえた耐震安全評価確認作業の前倒しや防災訓練への支援、原子

力施設の高経年化に備えた経年务化メカニズムの解明など）

（２）製品安全対策と悪質商法からの消費者保護の強化 【１３億円（８億円）】

（製品安全に係る情報の収集・分析の充実、悪質な訪問販売業者対策のための非常勤職員

の増員など）

（３）高信頼性を強みとする次世代産業群の創出（★） 【８７５億円（６４６億円）】

（次世代環境航空機、次世代軽水炉、次世代自動車・燃料技術、医療機器の開発）

Ⅱ． 安全・安心・信頼を日本の強みに 【１２３０億円】

成長の基盤となる安全・安心の確立と高信頼性を強みとする産業の創出

Ⅲ． 環境制約を成長の糧に 【２２３２億円】

地球環境と成長の両立に向けた我が国のリーダーシップの発揮

引き続き強力に推進すべき重要施策（詳細は別紙参照）

地域・中小企
業における景
気回復の遅れ

人口減尐・尐子
高齢化、団塊世
代の大量退職

環境・エネ
ルギー制
約、特に地
球温暖化
問題

災害、製品事故、
悪質なサービス、
企業不祥事によ
る国民の不安感

日本経済の課題

日本経済の課題

（１）京都議定書目標達成に向けた総合的取組 【１３２７億円（１０４２億円）】

－自主行動計画の深掘や対象範囲の拡大
－「国内ＣＤＭ」などによる中小企業等の排出削減、代替フロン等３ガス対策（★）

【４５億円（２０億円）】

－国民運動の強化 【１．５億円（新規）】

－規制・支援両面からの省エネ対策強化、新エネ導入促進、バイオ燃料導入支援
【１１２９億円（９６６億円）】

－京都メカニズムの活用 【１５１億円（５６億円）】

（２）ポスト京都議定書の枠組み構築等における主導的な役割の発揮
【９１４億円（５１７億円）】

－我が国が提唱する「３原則」実現に向けた取組（省エネ国際協力や原子力国際協力）
【７６億円（５６億円）】

－長期目標（２０５０年半減）の達成に向けた革新的技術開発の推進
【８３８億円（４６１億円）】

（１）中小企業・小規模企業の生産性・経営力向上支援、地域・コミュニティの再生 【２５０億円（３６億円）】

－ＩＴの導入やＯＢ人材など専門人材の活用による経営能力の向上支援（★） 【１２７億円（新規）】

（ネットを活用したＩＴ経営支援システムの開発、経営者のＩＴ活用能力向上のための研修、企業ＯＢを活用した経営支援など）

－事業承継の円滑化（事業承継支援センターの設立など）（★） 【２６億円（２億円）】

－資金調達の円滑化（売掛債権早期現金化など）（★） 【３０億円（新規）】

－研究開発の促進（ＳＢＩＲ制度の強化） 【１０億円（新規）】

－下請適正取引等の推進（下請適正取引推進センター（仮称）の新設など）（★） 【６億円（１億円）】

－事業再生支援（中小企業再生支援協議会の専門家増員等）（★）、コミュニティビジネス振興（★） 【５８億円（３３億円）】

（２）地域発イノベーションの創出（地域イノベーション協創プログラム、地域資源活用）（★） 【２１１億円（１０３億円）】

（３）産学連携による人材育成や働き方改革（「産学人材育成パートナーシップ」など）（★） 【３７億円（新規）】

産業競争力
の先行きに対
する不透明感

緊急に取り組むべき
最重点３本柱

概算要求額 注）予算額の（ ）内は平成１９年度当初予算額

一般会計（除くエネ特会計繰入）：５０３３億円（４２６４億円）

うち重点施策推進要望（★）：４５０億円

特別会計：１兆１８８６億円（１兆９４１億円）
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Ⅰ．ＩＴによる中小企業等の生産性向上

67.9億円（24.0億円）

重点３本柱

(ＩＴによる中小・小規模事業者の経営支援の強化)

○ネット活用型経営革新システムの開発 18.0億円（新 規）

○ＩＴ経営の実践・普及の促進 11.4億円（新 規）

(ＩＴ投資の効率性向上と戦略的ＩＴ経営の推進）

○ＩＴ投資効率性向上のための共通基盤プロジェクト 17.0億円（新 規）

○電子商取引・電子タグの共通基盤構築 16.4億円（新 規）

Ⅱ．国際競争力をリードするＩＴ産業・技術の創出

313.0億円（264.1億円）

Ⅲ．暮らしと社会のＩＴ化の推進

194.6億円（134.4億円）
（未来社会を創る革新的な技術開発）

○グリーンＩＴプロジェクト 48.0億円（新 規）

○ドリームチップ開発プロジェクト 15.0億円（新 規）

○情報大航海プロジェクト 50.0億円（45.7億円）

○ハードウェア関連の技術開発 151.6億円（152.6億円）

（ＩＴ産業の国際競争力の強化）

○産学連携ソフトウェア工学実践 28.0億円（22.0億円）

○高度ＩＴ人材の育成 12.7億円（新 規）

○ＯＳＳの国際展開支援等 7.7億円（新 規）

（安心・安全なＩＴ社会のインフラ整備）

○情報セキュリティ／システム信頼性の確保 36.6億円（33.1億円）

○電子タグ等を活用した製品安全対策等 3.9億円（新 規）

（ＩＴによる便利で豊かな生活の実現）

○電子政府・電子経済産業省 124.1億円（84.5億円）

○健康情報活用基盤構築のための標準化及び実証事業 3.5億円（新 規）

概算要求額

571.7億円（422.6億円）

・うち一般会計

411.7億円（294.7億円）

・うち特別会計
160.0億円（127.9億円）

※（ ）内は平成１９年度予算額

Ⅰ－２．平成２０年度ＩＴ関連予算概算要求
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Stage1 Stage2

2001 2003 200６ ～

◆ＩＴ基本法

◆IT戦略本部設置
（本部長：内閣総理大臣）

ＩＴ基盤整備

e-Japan戦略Ⅱ
(2003年7月) 

e-Japan戦略
(2001年1月)

ＩＴ利用・活用重視

ＩＴの構造改革力の追求

世界のＩＴ革命を先導
するフロントランナー

自律的ＩＴ社会の実現

ＩＴ新改革戦略
(200６年１月) 

我が国のＩＴ戦略の歩み
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構造改革による飛躍 利用者・生活者重視 国際貢献・国際競争力強化

戦略の３つの理念

ＩＴの「新たな価値を生み出す力」
や「構造改革力」で日本社会を改革

生活密着型で、新たな価値が創出
される社会を実現するＩＴの推進

ＩＴの構造改革力を通じた国際貢献
の推進

世界への発信２１世紀に克服すべき
社会的課題への対応

ＩＴの構造改革力の追求・世界への発信

２１世紀型社会経済活動

・ＩＴによる医療の構造改革
…レセプトの１００％オンライン化

・ＩＴを駆使した環境配慮型社会
…ＩＴでエネルギーや資源の効率的

な利用

・世界一便利で効率的な電子行政
…オンライン申請率５０％達成

・ＩＴ経営の確立よる企業の競争力強化
…ＩＴによる部門間・企業間連携の

強化
・生涯を通じた豊かな生活

…テレワーク、e-ラーニングの活用

・日本のプレゼンスの向上
…世界の一翼を担う情報ハブ

・課題解決モデルの提供による国際貢献
…ＩＴによるアジア諸国等への貢献

安全・安心な社会の実現

・世界に誇れる安全で安心な社会
…地上デジタルによる災害情報提供

で被害軽減
・世界一安全な道路交通社会

…ＩＴＳを活用し交通事故を未然防止

デジタル・ディバイドのないＩＴ社会

構造改革力を支えるＩＴ基盤の整備

安心してＩＴを使える環境整備 人材の育成・教育

・ユニバーサルデザイン化されたＩＴ社会
…誰もが安心利用し、恩恵を享受できるＩＴ開発推進

・デジタル・ディバイドのないインフラ整備
…いつでも、どこでも使えるユビキタス化

・世界一安心できる情報社会
…不正アクセス等サイバー犯罪の撲滅

・次世代を見据えた人的基盤づくり
…教員一人１台のＰＣ，モラル教

育の推進
・世界に通用する高度ＩＴ人材の育成

…高度ＩＴ人材育成機関の設置等

研究開発

・次世代のＩＴ社会の基盤と
なる研究開発の推進
…中長期手な技術戦略の策

定

「ＩＴ新改革戦略」 －いつでも、どこでも、誰でも ＩＴの恩恵を実感できる社会の実現－

http://www.meti.go.jp/
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「ＩＴ新改革戦略」における目標及び実現に向けた方策

ＩＴ経営の確立による企業の競争力強化
－世界トップクラスのＩＴ経営を実現－

○現状と課題
企業におけるＩＴの導入は進み、一部ではグローバルな活動を行う重要な経営基盤として活用されているが、その一方でＩＴを有効に活用できていない場合や、
活用できている場合であっても企業内の一部門での活用にとどまっている場合が多く、ＩＴの可能性を最大限に引き出している企業は尐ない状況にある。特に
中小企業においては、大企業と比較して電子商取引の実施率が低いなどＩＴの有効活用がなされていない。

その原因として、ＩＴに関する知識・利用・活用能力・取組意識の不足といった人材面の問題や、導入コストが高い、投資対効果が不明確といった費用面の問
題のほか、中小企業がＩＴを活用するに当たっては、電子商取引の仕様等が業界・企業ごとに異なっているなどの問題がある。
今後は、人材育成や導入費用に係る課題の解消、さらには国際的にも調和した電子商取引環境の整備に積極的に取り組み、企業がＩＴによる経営改革を実
現し、経営課題の解決力を強化することによって世界最高水準の競争力を装備することをめざす。

○目標
１．2010年度までに、企業の部門間・企業間の壁を越えて企業経営をＩＴによって最適化する企業の割合を大企業・中小企業ともに世界トップクラスの水準に
引き上げる。
２．2010年度までに、基幹業務にＩＴを活用する中規模中小企業（年間売上高５億～20億円を想定）の割合を60％以上とする。
３．企業が電子商取引に共通して利用できる国際的にも調和した汎用的な共通基盤（例えばEDIプラットフォーム）を構築し、2010年度までに、電子商取引を
実施する企業のうち汎用的な共通基盤を利用する企業の割合を60％以上とする。
４．2010年度までに、中小企業の取引先のうち電子商取引を実施する企業の割合を50％以上とする。

○実現に向けた方策
１．企業において、ＩＴを活用した業務統合、製造管理、供給連鎖等による生産性や顧客満足度等の向上のための戦略的投資を促進するため、2006年度まで
に「ＩＴの戦略的導入のための行動指針（仮称）」を策定し、その普及を図る。
２．2010年度までに大企業及び公開企業を中心に、CIOの設置を促進する。
３．企業におけるＩＴ利用・活用能力を強化するため、2006年度までにＩＴを利用・活用する企業のスキル標準を作成するとともに、社員に対するＩＴ教育実施プロ
グラムの導入を促進する。
４．経営者を中心にＩＴ化の有用性についての理解を促進するため、2010年度までに、企業経営におけるＩＴ利用・活用の成功事例を1,000件以上公表する。
５．電子商取引に利用できる業界共通・横断ソフトやパッケージソフトの開発・カスタマイズ・普及に対する支援のほか、EDIプラットフォームや電子タグの利用、
デジタルコンテンツ事業等を実施する中小企業に対する支援を行う。
６．企業において技能データベース化を行うためのメカニズムを2008年度までに構築し、その普及を図ることなどにより、ものづくりを行う企業の優れた技能等
を確実に継承できるようにする。
７．ＩＴの活用により経営能力を強化し、中小企業が自ら有する技術を有効に活用できるようにするため、中小企業大学校及び民間機関の活用等によって、中
小企業経営者が日常的に学習できる環境を2007年度までに整備し、普及を図る。
８．ＩＴによる中小企業の経営革新を促進するため、経営に役立つＩＴ投資について知見を有するＩＴコーディネータ等の外部専門家の活用や、異なる分野の経営
資源を有する中小企業がＩＴ等を活用して行う連携を支援する。

http://www.meti.go.jp/
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企業におけるＩＴ利活用のステージと生産性の関係

日・米・韓のＩＴステージの現状

国内企業の多くはＩＴステージは部門内最適にとどまる

ＩＴ利用ステージの高い企業ほど生産性が高い

米国は企業内最適

ＩＴ利活用のステージが高いほどＴ
ＦＰ成長率が高い

（出所）経済産業省「『ＩＴ経営力指標』を用いた企業のＩＴ
利活用に関する現状調査」（平成１９年３月）

全要素生産性（ＴＦＰ）の成長率

3%

5%

第１段階
第２段階

第３段階

第４段階
12.7 58.4 24.1 4.9

6.6 67.8 22.4 3.3

0 46.2 44.9 9.0

15.1 58.8 21.6 4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本

米国

韓国

３国平均

16 .7 18 .8 6 .3 58 .3

21 .9 22 .8 5 .8 49 .6

33 .1 20 .6 5 .8 40 .5

36 .3 23 .3 10 .3 30 .1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ステージ４

ステージ３

ステージ２

ステージ１

ＩＴステージと労働生産性の関係（日本）

3000万円／人未満 3000～5000万円／人

5000万～1億円／人 1億円／人以上

第１ステージ 第２ステージ

第３ステージ 第４ステージ

第一段階
情報システムの導入

第二段階
部門内最適

第三段階
企業内最適

第四段階
企業間最適

「部
門
」の
壁

「企
業
」の
壁

情
報
シ
ス
テ
ム

の
導
入

情
報
シ
ス
テ
ム
を

部
門
内
で
活
用

情
報
シ
ス
テ
ム
を

「部
門
を
越
え
て
」

企
業
内
で
最
適
に
活
用

情
報
シ
ス
テ
ム
を

取
引
先
・顧
客
等
関
係
者
も
含
め

「企
業
を
越
え
て
」最
適
に
活
用
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（参考） 中小企業向けＳａａＳプロジェクト展開

① ＩＴ投資に係る初期投資を負担できない

② ＩＴリテラシーのある従業員を確保できない

③中小企業向けのＩＴサービスの発達・普及は遅れがち

中小企業（特に小規模事業者）は経営体力、事業環境等の面で大企業に比べてＩＴ化が進みにくい

中小企業向けSaaSプロジェクトの概要

現状

インターネット等を活用したソフトウェア提供サービス（ＳａａＳ）を活用して、専門知識のない中小企業でも、
安価かつ容易に、ＩＴを活用した業務効率化を行えるよう、基盤となるシステムの開発を行い、財務会計、
人事給与、顧客管理等の業務の革新を支援するとともに、公的手続の電子申請による円滑化を図る。

中小企業が安く、安全で専門知識不要で利用できるソフトウェアサービス基盤（SaaS：Software as a Service ）を構築。
プラットフォーム上でソフトウェアを稼働させることで専門IT人材がいなくても簡単に利用できる仕組みを整備。

中小企業が求める財務会計、人事給与、顧客管理等の業務アプリケーションや電子申請などの公的手続きに係るサー
ビスを、ITを活用して低廉な価格で提供。

利用しやすいユーザインタフェースを実現するとともに、アプリ間の連携を図り、必要なサービスをワンストップで提供。

注

※本事業と並行して、中小企業経営革新プラットフォームを中小企業へ本格的に普及させるための支援体制を整備。

２０年度要求額：１８．０億円
事業実施期間：２０～２１年度

http://www.meti.go.jp/
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（参考） ＳａａＳ・ＡＳＰのメリット

顧客
管理

人事
管理

財務
管理

A社ユーザ

アプリケーションソフト

Ａ社社内システム

人事
管理

財務
管理

Ｂ社ユーザ

アプリケーションソフト

Ｂ社社内システム

従来システム（導入・運用コスト大） ＳａａＳ/ＡＳＰ（導入・運用コスト小）

アプリケーションソフト

顧客
管理

人事
管理

財務
管理

ＳａａＳサービスベンダー

A社ユーザ Ｂ社ユーザ

インターネット

情報処理サービス
そのものを購入

運用・保守は
サービスベンダー

SaaS・ASPとは、アプリケーション・サービスを提供（「プロバイド」）すること。
（アプリケーション（応用業務）は、財務管理、販売管理、顧客管理などの情報処理サービス）
ベンダ企業が提供（プロバイド）するのはコンピュータやソフトではなく、 情報処理サービスそのもの。
専用線やインターネット網で提供。
低コスト、セキュアかつ専門知識不要で利用可能といった特長を持つ。

導入コスト高価
運用・保守コスト負担大

導入コスト安価
運用・保守コスト負担尐

http://www.meti.go.jp/

